













１　Lilly Ledbetter Fair Pay Restoration Actの成立
２　Paycheck Fairness Actの立法要求
３　Paycheck Fairness Act法案の敗北とその後
４　Fair Employment Opportunity Act of 2011法案の提出
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ことを使用者に認める改正への試みがある。また，the Employee Free Choice Actが注目されるが，
今特集に用意されている他の論考が検討している（２）。
１　Lilly Ledbetter Fair Pay Restoration Actの成立


















(3) Ledbetter v. Goodyear Tire & Rubber Co., 127 S. Ct. 2162（2007）。
(4) the Equal Pay Act of 1963，1938年公正労働基準法の改正法である。














































Lilly Ledbetter Fair Pay Restoration Actは，第７編と第７編に連動する関係にある雇用に関する年
齢差別禁止法（以下，ADEAと称す）（９）などの条項の改正をする法律である。つまり，Lilly























(9) the Age Discrimination in Employment Act of 1967．

































(11) Will Lester,“Obama pledges to pursue the fight for women’s equality, calling it a‘family issue’’, The Canadian Press-
on line edition, March 13, 2011, http://www.winnipegfreepress.com/breakingnews/obama-pledges-to-pursue-the-fight-
for-womens-equality-calling-it-a-family-issue-117849548. html?path＝/breakingnews&id＝117849548&sortBy＝
rank





















Lilly Ledbetter Fair Pay ActとPaycheck Fairness Actの違いは単に申立期間の始期という小さな部分
にとどまるのか，それともより差別問題に対処する真正面からの根源的かつ広範囲にわたるものな






消に向けたロケットに例えると，Lilly Ledbetter Fair Pay Actは第１段で，Paycheck Fairness Act法案
は第２段にあたるといえよう。Paycheck Fairness Act法案は，男女賃金差別問題に正面から切り込
み差別是正に取り組む法案であり，Lilly Ledbetter Fair Pay Actの延長線上にある。
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じ成人正規労働者の白人男性の77％（15）にとどまるという点である。また，Lilly Ledbetter Fair Pay






























(16) “Position of Pay Equity”, http://www.aauw.org/act/issue_advocacy/actionpages/payequity.cfm



































(19) The Report：prepared for U. S. Department of Labor Employment Standards Administration, prepared by CONSAD
Research Corp,“An Analysis of Reasons for the Disparity in Wages Between Men and Women：Final Report”（2009）










































































(23) Wal-Mart Stores, Inc. v. Dukes, 564US_（2011），http://www.supremecourt.gov/opinions/10pdf/10-277.pdf


































(25) op. cit., note（23）．
(26) op. cit., note（23），at12. 
(27) 集団訴訟を行いうる要件は合衆国民事訴訟手続規則に明らかである。Rule 23 of Federal Rules of Civil
Procedure．前掲書注（6），117頁，133頁注70。









性同僚をしばしば「Little Janie Q」たちと呼ぶことなどを挙げて，Wal-Mart Storesの企業文化は性
に関する社会的偏見（gender bias）に覆われていると述べる裁判官もいる。


















(29) Press Releases,“Pelosi Statement on Supreme Court Decision in Wal-Mart Gender Discrimination Case”, June 20,
2011, http://www.democraticleader.gov/news/press?id＝2213




(32) Adam Liptak,“Supreme Court to Weigh Sociology Issue in Wal-Mart Discrimination Case”, The New York Times,
March 27, 2011, http://www.nytimes.com/2011/03/28/us/28scotus.html
(33) ibid. 










雇用創出計画を発表し，両院の協力を強く求めた。そのなかには，Fair Employment Opportunity Act
of 2011法案の成立にも言及されていた（36）。
Fair Employment Opportunity Act of 2011法案は，タイトルを入れて５ヶ条からなり，使用者や職
業紹介所が失業経験や失業中であることを理由として応募を認めないあるいは制限的に考慮するこ
とを募集条件とすることなどを違法とする。














(35) H. R. 2501：Fair Employment Opportunity Act of 2011，http://careerpurgatory.com/2011/07/15/support-h-r-




































(38) Gross v. FBL Financial Services, Inc., 129 S. Ct. 680, 557 US_（2009）．本判決に関する邦語文献に，沼田雅之
「動機の競合と年齢差別の立証責任」『労旬』1724号40頁（2010）がある。
(39) Price Waterhouse v. Hopkins, 109 S. Ct. 1775（1989）．前掲注（6）書，126頁以下，155－167頁など）。
流れの定着を図った考えであった。Gross事件合衆国最高裁判決はそのような経緯を無視した内容
だったからである。すなわち，雇用平等法の分野にあっては，第７編が雇用平等法の基本法の立場
に位置すると理解されてきたのであり，雇用平等法の深化の過程や経緯からするとその理解は妥当
であると考えられるし事実そう考えられてきた。下級審判決がADEAの事件であるGross事件にも
適用されると考えるのは至極自然であった。もっと肝心なことは，第７編の法理は，雇用平等法の
リベラルな価値観すなわち①法的因果関係について「but-for」ではなく，他の動機がどうであれ年
齢が不利益取扱の動機となっていることで足りるとしたこと，②事実上，被告である使用者に立証
責任を転換したこと，この二つを体現していることにある。Gross事件合衆国最高裁判決はこの雇
用差別解消に向けたリベラルな法理を覆そうとしたのである。かかるリベラルな法理を最高裁が否
定的に解したことは過去にもあり，それが1991年改正に結びついた。Protecting Older Workers
Against Discrimination Act法案は，このような第７編の1991年改正の意義をADEAについて有する。
ふたつには，オバマ政権の雇用差別規制政策に関する側面である。アメリカ雇用社会が共和党政
権の下で中間層は疲弊し，富める層と貧困層に分断されてしまった社会に，中間層を大きくして社
会に共生を寛容をそして包摂を取り戻そうとするオバマ政権の政策にとって，Gross事件合衆国最
高裁判決は逆行するものと映ったからである。
リーガノミックス（新自由主義政策）あるいは「小さな政府」の政策を推進してきた共和党政権
のもとで，富裕層と低所得者層の階層分化はすさまじく進み，アメリカ市民の価値観は分断され閉
塞感が高まる中，雇用創出による中間層の増大と経済成長を目指したchangeのオバマは大いに期待
されて大統領に迎えられた。順風満帆に見えた滑り出しも見るべき成果がなかなか上がらないまま
中間選挙を迎え，その敗北はオバマ大統領支持率の急速な低下となった。後半の政策運営が難しく
なる中の国債ランクの下方修正は，経済政策にも見るべき成果がないままのオバマ政権への失望を
映したものであろう。それでも，オバマを支持した少数グループや貧困層にとってはchangeに希望
をつなぐしか選択肢がないのも事実であろう（40）。
（ふじもと・しげる　駒澤大学法学部教授）
29
オバマ政権の差別規制政策（藤本茂）
(40) 林壮一著『オバマも救えないアメリカ』（新潮新書，2011）。
